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(57)【要約】
【課題】導体線露出構造の製造において、樹脂被覆導体
の被覆端外周のエッジ部分を平坦なものとし、また被覆
樹脂へ熱の影響を及ぼさない。さらに樹脂被覆導体が複
数本集合した集合導体の形態にあっては、樹脂被覆端の
位置を集合導体の長さ方向で揃え、さらに集合導体の形
態を崩さない。
【解決手段】樹脂被覆導線１１の樹脂被覆１１ｂに対し
て貧溶媒であって主成分が非極性溶媒である上層液２１
及び樹脂被覆１１ｂを膨張又は溶解する溶媒であって主
成分が極性溶媒である下層液２２に層が分かれた被覆除
去処理液２０であって、下層液２２が樹脂被覆１１ｂを
膨張又は溶解する温度の被覆除去処理液２０の液温であ
る被覆除去処理液２０に、樹脂被覆導体１１が、集合導
体１０の形態にあっては集合形態を保持しつつ、一定長
さ部分１１ｃ又は１０ａのみを、下層液２２に浸漬した
後、樹脂被覆を除去して導体線を露出させる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹脂被覆導体から、前記樹脂被
覆の一部を除去して前記導体線の一部を露出させる導体線露出方法であって、
　前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液及び該樹脂被覆を膨潤又は溶解させる溶媒で
ある下層液に層が分かれた被覆除去処理液を用意するステップと、
　前記被覆除去処理液に、前記樹脂被覆導体を、一定長さ部分のみが下層液に浸かるよう
に上層液を介して浸漬し、下層液に浸漬した樹脂被覆導体の前記一定長さ部分において前
記樹脂被覆を除去して導体線を露出するステップとを含み、
　前記被覆除去処理液の上層液の主成分は、非極性溶媒であり、前記下層液の主成分は、
極性溶媒であり、
　樹脂被覆を除去して導体線を露出させる前記ステップでは、前記被覆除去処理液を、前
記下層液で該樹脂被覆を膨潤又は溶解できる温度にして樹脂被覆を除去する、導体線露出
方法。
【請求項２】
　請求項１に記載された導体線露出方法において、
　樹脂被覆を除去して導体線を露出させる前記ステップでは、前記樹脂被覆導体を複数本
集合した集合導体の状態に保持して、樹脂被覆を除去する、導体線露出方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載された導体露出方法において、
　前記集合導体が、集合撚り線である、導体線露出方法。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載された導体線露出方法において、
　前記樹脂被覆導体における下層液に浸漬する一定長さ部分が、前記樹脂被覆導体の先端
部分である、導体線露出方法。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれか一項に記載された導体線露出方法において、
　下層液に浸漬した樹脂被覆導体の前記一定長さ部分において樹脂被覆を膨潤させ、その
膨潤した樹脂被覆を前記樹脂被覆導体から除去する、導体線露出方法。
【請求項６】
請求項１乃至５のいずれか一項に記載された導体線露出方法において、
前記極性溶媒に中和剤を添加する、導体線露出方法。
【請求項７】
　導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹脂被覆導体から、前記樹脂被
覆の一部を除去して前記導体線の一部を露出させる被覆除去処理液であって、
　前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液と、該樹脂被覆を膨潤又は溶解させる溶媒で
ある下層液とを有していて、少なくとも２層に分かれており、
　前記上層液は、非極性溶媒を主成分とし、前記下層液は、極性溶媒を主成分とし、
　前記樹脂被覆導体が、前記下層液で前記樹脂被覆を膨潤又は溶解できる温度の液温にお
いて、一定長さ部分のみが下層液に浸かるように上層液を介して浸漬されて、下層液に浸
漬された前記樹脂被覆導体の前記一定長さ部分において樹脂被覆が除去されて導体線が露
出される、被覆除去処理液。
【請求項８】
　請求項７に記載された被覆除去処理液において、
　前記樹脂被覆導体を複数本集合した集合導体とした状態に保持して、樹脂被覆が除去さ
れて導体線が露出される、被覆除去処理液。
【請求項９】
　請求項７または８に記載された被覆除去処理液において、
　前記集合導体が、集合撚り線である、被覆除去処理液。
【請求項１０】
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　請求項７乃至９に記載された被覆除去処理液において、
　前記極性溶媒に中和剤を添加される、導体除去処理液。
【請求項１１】
　導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹脂被覆導体の導体線露出構造
であって、
　前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液及び該樹脂被覆を膨潤又は溶解させる溶媒で
ある下層液に層が分かれた被覆除去処理液であって、前記下層液で該樹脂被覆を膨潤又は
溶解できる温度の液温とした前記被覆除去処理液に、前記樹脂被覆導体が、一定長さ部分
のみ、下層液に浸かるように上層液を介して浸漬され、下層液に浸漬された樹脂被覆導体
の前記一定長さ部分において樹脂被覆が除去されて導体線が露出し、前記被覆除去処理液
の上層液の主成分は非極性溶媒であり、前記下層液の主成分は、極性溶媒である、樹脂被
覆導体の導体線露出構造。
【請求項１２】
　請求項１１に記載された樹脂被覆導体の導体線露出構造であって、
　前記樹脂被覆導体を複数本集合した集合導体の状態に保持して樹脂被覆が除去されてい
ると共に、前記一定長さ部分は、前記複数本の樹脂被覆導体の全てについて樹脂被覆が除
去されていると共に、該複数本の樹脂被覆導体の樹脂被覆端の位置が集合導体の長さ方向
で揃っており、且つ前記樹脂被覆への熱影響が無く、前記集合導体に解撚履歴を有さない
、樹脂被覆導体の導体線露出構造。
【請求項１３】
請求項１１または１２に記載された導体線露出構造であって、
前記集合導体が、集合撚り線である、導体線露出構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は導体線露出方法、導体線露出構造及び被覆除去処理液に関する。
【背景技術】
【０００２】
　樹脂被覆で導体線を被覆した絶縁被覆導体において、その一部の樹脂被覆を剥離する場
合がある。例えば、図１０に示される絶縁被覆付きプローブピンは、金属細線１１０に樹
脂被覆１３０を被覆してなるが、金属細線１１０の一端は検出部１２０として、他端は接
続部１４０として用いるために、両端部分の樹脂被覆１３０を除去して金属細線１１０を
露出する必要がある。この露出方法の一つとして、両端部分の樹脂被覆を、樹脂被覆に対
して良溶媒の有機溶剤からなる被覆除去処理液によって溶解して、金属細線を露出する方
法がある。また、樹脂被覆で導体線を被覆した電線では、その先端部分において接続のた
めに樹脂被覆を除去して導体線を露出させる必要がある。
【０００３】
　特許文献１には、紫外線硬化型樹脂で形成された樹脂被覆で導体線を被覆した電線であ
って、樹脂被覆の剥離が容易に行えるように、導体線の表面に非接着性の物質を塗布した
ものが開示されている。
【０００４】
　特許文献２には、電線の導体線を被覆する紫外線硬化型樹脂で形成された樹脂被覆を剥
離する剥離剤として、５０％以上が塩素系有機溶剤である有機溶剤を用いることが開示さ
れている。
【０００５】
　また、表皮効果により効率的に電流を流すことを目的として用いられる集合導体は、樹
脂被覆で導体線を被覆した電線を複数本集めて束ねたものであるが、その集合導体の場合
も、その先端部分において各電線の樹脂被覆を除去して導体線を露出させる必要がある。
【０００６】
　特許文献３には、樹脂被覆を除去する被覆幅に対応する幅の第１及び第２電極間にリッ
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ツ線（集合導体）を挟み、それらの第１及び第２電極間への通電により発生するジュール
熱によってリッツ線を構成する電線の樹脂被覆を除去することが開示されている。
【０００７】
　特許文献４には、樹脂被覆で導体線を被覆した電線を複数本集めて撚り合わせたフォー
マ（集合導体）の外側に超電導層が配された超電導ケーブルにおいて、端部における電線
の撚り合わせを解き、各電線の樹脂被覆を除去した後に撚りを元に戻し、そして、撚りが
戻されたフォーマ端部の直線度を矯正することが開示されている。
【０００８】
　特許文献５には、樹脂被覆で導体線を被覆した電線を複数本集めて撚り合わせた集合導
体の端部処理方法であって、集合導体の端部を高温の有機溶剤に浸すことが開示されてい
る。
【０００９】
　特許文献６には、集合導体を構成する各電線における導体線を被覆する樹脂被覆として
ポリビニルアルコール樹脂を用い、樹脂被覆を剥離する場合に、集合導体を温水に浸漬す
ることが開示されている。
【００１０】
　特許文献７には、集合導体を構成する複数本の電線の内部空間から半径方向外方向に剥
離液を噴出して樹脂被覆を溶解除去することが開示されている。
【００１１】
　特許文献８には、被膜除去室において一対の集合導体の端末を突き合わせるように保持
すると共に、被膜除去室内に樹脂被覆を溶解するための薬液を貯留して密閉し、そして、
集合導体を取り巻くように配置された薬液加熱手段によって薬剤を加熱することが開示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開平４－１９２２１３号公報
【特許文献２】特開平７－２３８２７３号公報
【特許文献３】特開平６－２９６３１４号公報
【特許文献４】特開２００６－３０２６７４号公報
【特許文献５】特開平１０－２１０６２１号公報
【特許文献６】特開２００２－２５８２１号公報
【特許文献７】特開平５－１９９６３１号公報
【特許文献８】第２５７１５３５号実用新案登録公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　例えば、導体線とそれを被覆する樹脂被覆とを有する樹脂被覆導体が、樹脂被覆導体の
先端部分において樹脂被覆導体の樹脂被覆を除去する方法として、樹脂被覆導体の先端部
分を、樹脂被覆に対して良溶媒の有機溶剤等からなる被覆除去処理液に浸漬して構成する
樹脂被覆導体の樹脂被覆を除去する方法の場合、被覆除去処理液の樹脂被覆に対する表面
張力によって、前記樹脂被覆と接する被覆除去処理液の液面に起伏が生じる。その結果、
被覆除去処理後の被覆除去処理側の樹脂被覆端外周のエッジ形状に起伏が生じるという問
題がある。例えば、金属細線１１０に樹脂被覆１３０を被覆した絶縁被覆付きプローブピ
ン１００は、図１０に示されるように、検出部１２０及び接続部１４０の樹脂被覆１３０
を剥離したものである。絶縁被覆付きプローブピン１００は、図１１に示されるように、
プローバー２００（一部のみ図示）に設けられた孔２１０に接続部１２０側を差し込んで
複数本設置されるものであって、接続部１２０側の樹脂被覆１３０の端面がプローバー２
００に当接することによって係止されるものである。絶縁被覆付きプローブピン１００は
、プローバー２００に垂直の角度で保持されており、検出部１２０における金属細線１１
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０の露出長さによって、プローバー２００からの絶縁被覆付きプローブピン１００の突き
出し長さＬを調整する。ここで、前記被覆除去処理液で絶縁被覆付きプローブピン１００
のプローブピン先端部１２０の絶縁被覆の剥離処理を行う場合、検出部１２０側の絶縁被
覆１３０の端面外周のエッジ形状に起伏が生じて、プローバー２００に対して絶縁被覆付
きプローブピン１００が垂直の角度に安定して保持されずに傾きが生じる。このことによ
って、一つのプローバー２００にセットされた複数の絶縁被覆付きプローブピン１００の
突き出し長さＬにばらつきが生じて、プローバー２００の精度が低下するという問題があ
る。
【００１４】
　さらに、前記樹脂被覆導体が集合導体の形態にあっては、集合導体の形態を保持して前
記被覆除去処理液に浸漬すると、毛管現象により該樹脂被覆導体間の空間に被覆除去処理
液が流入して、集合導体内部に配置された樹脂被覆導体近傍の被覆除去処理液の液面が上
昇し、そして、集合導体の内部に配置された樹脂被覆導体では被覆除去処理液への浸漬長
さよりも長く樹脂被覆が除去され、その結果、各樹脂被覆導体間で樹脂被覆の除去長さが
不揃いとなり、集合導体としての電気的特性が損なわれてしまうという問題がある。集合
導体の形態としては、複数本の前記絶縁被覆付きプローブピンを長さ方向に揃えて束ねた
ものや、複数本の前記樹脂被覆導体を撚り合わせてなる集合撚り線が挙げられる。
【００１５】
　また、前記樹脂被覆導体の、先端部分の樹脂被覆を熱分解して除去する方法の場合、前
記エッジの形状に起伏が生じ、さらに樹脂被覆への熱の影響を避けることができないとい
う問題がある。前記樹脂被覆導体が集合導体の形態であっても、同様の問題が生じる。
【００１６】
　さらに、前記樹脂被覆導体が、集合導体の形態であって、特に集合撚り線の場合にあっ
ては、集合撚り線の先端部分を一旦解撚し、樹脂被覆導体毎に所定長の樹脂被覆を除去し
た後に再び撚り合わせる方法の場合、解撚した樹脂被覆導体は塑性変形するため、再び撚
り合わせても元の形態が復元されないという問題がある。
【００１７】
　本発明の課題は、樹脂被覆導体の導体線露出方法において、被覆除去後の除去処理側の
樹脂被覆端外周のエッジ形状が平坦であり、また、樹脂被覆に影響を及ぼさないことであ
る。さらに、前記樹脂被覆導体が集合導体の形態にあっては、複数本の樹脂被覆導体の樹
脂被覆端の位置を集合導体の長さ方向で揃えることである。さらに、集合導体の集合形態
を崩さないことである。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の導体線露出方法は、導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹
脂被覆導体から、前記樹脂被覆の一部を除去して前記導体線の一部を露出させる導体線露
出方法であって、前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液及び該樹脂被覆を膨潤又は溶
解させる溶媒である下層液に層が分かれた被覆除去処理液を用意するステップと、前記被
覆除去処理液に、前記樹脂被覆導体を、一定長さ部分のみが下層液に浸かるように上層液
を介して浸漬し、下層液に浸漬した樹脂被覆導体の前記一定長さ部分において前記樹脂被
覆を除去して導体線を露出するステップとを含み、前記被覆除去処理液の上層液の主成分
は、非極性溶媒であり、前記下層液の主成分は、極性溶媒であり、樹脂被覆を除去して導
体線を露出させる前記ステップでは、前記被覆除去処理液を、前記下層液で該樹脂被覆を
膨潤又は溶解できる温度にして樹脂被覆を除去する構成を備えている。
【００１９】
　本発明の被覆除去処理液は、導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹
脂被覆導体から、前記樹脂被覆の一部を除去して前記導体線の一部を露出させる被覆除去
処理液であって、前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液と、該樹脂被覆を膨潤又は溶
解させる溶媒である下層液とを有していて、少なくとも２層に分かれており、前記上層液
は、非極性溶媒を主成分とし、前記下層液は、極性溶媒を主成分とし、前記樹脂被覆導体
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が、前記下層液で前記樹脂被覆を膨潤又は溶解できる温度の液温において、一定長さ部分
のみが下層液に浸かるように上層液を介して浸漬されて、下層液に浸漬された前記樹脂被
覆導体の前記一定長さ部分において樹脂被覆が除去されて導体線が露出される構成を備え
ている。
【００２０】
　本発明の導体線露出構造は、導体線とそれを被覆するポリイミド樹脂被覆とを有する樹
脂被覆導体の導体線露出構造であって、前記樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液及び該
樹脂被覆を膨潤又は溶解させる溶媒である下層液に層が分かれた被覆除去処理液であって
、前記下層液で該樹脂被覆を膨潤又は溶解できる温度の液温とした前記被覆除去処理液に
、前記樹脂被覆導体が、一定長さ部分のみ、下層液に浸かるように上層液を介して浸漬さ
れ、下層液に浸漬された樹脂被覆導体の前記一定長さ部分において樹脂被覆が除去されて
導体線が露出し、前記被覆除去処理液の上層液の主成分は非極性溶媒であり、前記下層液
の主成分は、極性溶媒である構成を備えている。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、樹脂被覆に対して貧溶媒である上層液及び該樹脂被覆を膨潤又は溶解
させる溶媒である下層液に層が分かれた被覆除去処理液であって、上層液の主成分が非極
性溶媒であり、下層液の主成分が極性溶媒である被覆除去処理液を、下層液によって樹脂
被覆が膨潤又は溶解する温度の液温とし、樹脂被覆導体を、集合導体の形態にあっては集
合形態を保ちつつ（集合撚り線の形態にあっては解撚せずに撚り形態を保ちつつ）、一定
長さ部分のみが下層液に浸かるように上層液を介して浸漬するため、上層液と下層液の界
面によって、被覆除去処理後の樹脂被覆端の外周エッジが形成される。ここで、下層液の
樹脂被覆に対する表面張力に関わらず、上層液が下層液を押し下げて、前記界面が樹脂被
覆に対して平坦となることによって、前記の外周エッジ形状は平坦となる。さらに、前記
樹脂被覆導体が集合導体の形態にあっては、毛管現象による樹脂被覆導体間の空間への流
入が上層液によって阻止される。従って、樹脂被覆導体の導体線露出構造の製造において
、被覆除去後の除去処理側の樹脂被覆端外周のエッジ形状を平坦にでき、また、樹脂被覆
導体の被覆除去部以外の樹脂被覆への熱の影響が及ばず、また、樹脂被覆導体が集合導体
の形態である導体線露出構造の製造にあっては、集合形態を保持しつつ製造を行うことが
でき、また、複数本の樹脂被覆導体の樹脂被覆端の位置を集合導体の長さ方向で揃えるこ
とができ、さらに、集合導体の集合形態が崩れるのを防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本実施形態の単線の形態である樹脂被覆導体の（ａ）横断面図及び（ｂ）側面図
である。
【図２】本実施形態の集合導体の形態である樹脂被覆導体の（ａ）横断面図及び（ｂ）側
面図である。
【図３】本実施形態の単線の形態である樹脂被覆導体の端末処理方法を示す説明図である
。
【図４】本実施形態の集合導体の形態である樹脂被覆導体の端末処理方法を示す説明図で
ある。
【図５】本実施形態の単線の形態である樹脂被覆導体の先端部分の（ａ）端面図及び（ｂ
）側面図である。
【図６】本実施形態の集合導体の形態である樹脂被覆導体の先端部分の（ａ）端面図及び
（ｂ）側面図である。
【図７】変形例の実施形態の集合導体の横断面図である。
【図８】他の変形例の実施形態の集合導体の横断面図である。
【図９】別の他の変形例の実施形態の集合導体の横断面図である。
【図１０】絶縁被覆付きプローブピンの一例を示す斜視図である。
【図１１】プローバーにセットした絶縁被覆付きプローブピンの一例を示す説明図である
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。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、実施形態について詳細に説明する。
【００２４】
（樹脂被覆導体の実施形態）
　本実施形態において、樹脂被覆導体１１の形態は、樹脂被覆導体１１の単線の形態（図
１）、あるいは、樹脂被覆導体１１の複数本を集合した集合導体１０（図２）の形態であ
る。ここで、集合導体１０とは、複数の樹脂被覆導体１１が互いに接触する部分を有して
集合したものであればよく、例えば、複数本の樹脂被覆導体１１を長さ方向に並列して束
ねて集合したもの、又は、複数本の樹脂被覆導体１１を長さ方向に並列して束ねて撚り合
わせて（あるいは撚り合わせながら束ねて）集合した集合撚り線がある。
【００２５】
（樹脂被覆導体）
　図１（ａ）および（ｂ）は本実施形態のうち、樹脂被覆導体１１が単線の形態である実
施形態を示す。本実施形態の樹脂被覆導体１１は、断面形状が円形の導体線１１ａにポリ
イミド樹脂を樹脂被覆１１ｂとした構成を有する。樹脂被覆導体１１の断面直径は、絶縁
被覆付きプローブピンである場合は例えば２０～５００μｍ、電線である場合は例えば０
．１～５．０ｍｍである。
【００２６】
　（集合導体）
　図２（ａ）及び（ｂ）は本実施形態のうち、樹脂被覆導体１１が集合導体１０の形態で
ある実施形態を示す。この集合導体１０は集合撚り線の形態であって、断面形状が四角形
の導体線１１ａにポリイミド樹脂の樹脂被覆１１ｂを被覆した複数本の樹脂被覆導体１１
が一方向に撚られた構成を有し、撚り加工と共に四方からの圧縮成形加工が施されて、集
合導体１０の横断面が四角形に形成されている。ここで、本願における「四角形」には、
４つの辺と４つの頂角とで構成されたものの他、頂角部分が丸みを帯びた形状に形成され
たいわゆる略四辺形も含まれる（以下同様）。集合導体１０は、例えば、横断面における
縦及び横の寸法が１～１００ｍｍである。樹脂被覆導体１１の本数は例えば１０～１００
本である。撚り数は例えば２～２０回／ｍである。撚りの方向はＳ撚りであってもよく、
また、Ｚ撚りであってもよく、また、Ｓ撚りとＺ撚りが交互に行なわれるＳＺ撚りでもよ
い。なお、ここで、「撚り」とは複数本の樹脂被覆導体１１が長さ方向に沿って全体とし
て捻られた状態をいう。
【００２７】
　集合導体１０を構成している樹脂被覆導体１１は、横断面が四角形に形成されているが
、その圧縮成形前の横断面形状は円形である。樹脂被覆導体１１は、導体線１１ａの表面
が樹脂被覆１１ｂで被覆された構成を有する。圧縮加工前の樹脂被覆導体１１の外径は例
えば０．１～５．０ｍｍである。複数本の樹脂被覆導体１１は、外径が同じものだけで構
成されていてもよく、また、外径の異なるものが混在して構成されていてもよい。
【００２８】
　本実施形態において、導体線１１ａを形成する金属材料としては、例えば、銅、アルミ
ニウム、鉄、白金、銀、タングステンまたはレニウムタングステン等が挙げられる。導体
線１１ａは、単一種の金属で形成されていてもよく、また、ベリリウム銅、ジュラルミン
等の合金で形成されていてもよく、金メッキなどのメッキ層が表面に形成されていても良
い。導体線１１ａは、これらのうち導電性の観点からは銅または銅合金で形成されている
ことが好ましく、また、軽量化の観点からはアルミニウム或いはアルミニウム合金のジュ
ラルミンで形成されていることが好ましい。さらに、本実施形態において、集合導体１０
の形態にあっては、集合導体１０を構成する複数本の樹脂被覆導体１１は、導体線１１ａ
の材質が同じものだけで構成されていてもよく、また、導体線１１ａの材質の異なるもの
が混在して構成されていてもよい。
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【００２９】
　樹脂被覆１１ｂの厚さは例えば０．００５～０．１ｍｍである。
【００３０】
　樹脂被覆１１ｂを形成する樹脂材料はポリイミドであり、形成方法は例えば、ポリイミ
ド塗料を複数回塗布して形成するディッピング加工や、ポリイミド塗料を電着塗布して形
成する電着加工である。樹脂被覆１１ｂは、単一層で構成されていてもよく、また、種類
の異なるポリイミドの複数層が積層されて構成されていてもよい。
【００３１】
　前記ポリイミドの種類は、極性溶媒に溶解または膨潤するものであれば、特に限定しな
い。前記ポリイミド中に、分子中に極性基を有するポリイミドを、好ましくは６０～１０
０質量％、より好ましくは８０～１００質量％、さらに好ましくは９０～１００質量％含
むと、ポリイミドが極性溶媒に溶解または膨潤する温度を低くできる点で好ましい。前記
極性基としては、例えば、アニオン性基（カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基等）
またはカチオン性基（有機アンモニウム基、ピリジウム基等）である。このような極性基
を分子中に有するポリイミドを用いたポリイミド塗料を用いて樹脂被覆１１ｂを形成する
と、極性基（アニオン性基あるいはカチオン性基）を分子中に有するポリイミドの樹脂被
覆１１ｂを得ることができる。
【００３２】
（樹脂被覆導体の端末処理方法）
　本実施形態の被覆除去処理液２０を用いた、樹脂被覆導体１１の端末処理方法（導体線
露出方法）として、樹脂被覆導体１１が単線の形態での端末処理方法を図３に、集合導体
１０（集合撚り線）の形態での端末処理方法を図４に示す。図３及び図４において、被覆
除去処理液２０に、樹脂被覆導体１１を、集合導体１０にあっては集合状態を保ちつつ、
即ち各樹脂被覆導体１１が接触する部分を有する集合導体１０の形態を保持したままで、
浸漬する。ここで、被覆除去処理液２０は、樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂに対して
貧溶媒である上層液２１及び樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂを膨潤又は溶解させる溶
媒である下層液２２に層が分かれており、このとき、被覆除去処理液２０には、樹脂被覆
導体１１を、樹脂被覆１１ｂを除去する先端部分（一定長さ部分）１１ｃ又は１０ａのみ
が下層液２２に浸かり、先端部分１１ｃ又は１０ａから本体側に延びる部分が上層液２１
に浸かるように、浸漬する。そして被覆除去処理液２０の温度は、下層液２２によって樹
脂被覆１１ｂが膨潤又は溶解する温度にされている。温度の上限は被覆除去処理液２０に
含まれる液体の種類によって異なり、各液体の沸点のうち最も低い沸点が被覆除去処理液
２０の温度の上限の目安となる。なお、被覆除去処理液２０への樹脂被覆導体１１の浸漬
は、被覆除去処理液２０の液面に対し、単線の形態にあっては樹脂被覆導体１１の長さ方
向が、集合導体の形態にあっては集合導体１０の長さ方向が、垂直となるように行うこと
が好ましい。
【００３３】
　被覆除去処理液２０の上層液２１は、樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂに対して貧溶
媒であり、そして、下層液２２が、上層液２１よりも密度が大きく、樹脂被覆導体１１の
樹脂被覆１１ｂを膨潤又は溶解させる溶媒である。上層液２１と下層液２２の密度の差は
、上層液２１と下層液２２の界面が安定する点で、好ましくは０．５ｇ／ｃｍ３以上であ
り、より好ましくは１．０ｇ／ｃｍ３以上である。ここでいう密度は、ＪＩＳ Ｋ ００６
１の液体の密度測定法に準拠して、前記被覆除去処理液に前記樹脂被覆導体を浸漬させる
際の温度で測定された値をいう。
【００３４】
　上層液２１の密度は、例えば０．５０～１．０ｇ／ｃｍ３であるがこの密度に限定はさ
れない。上層液２１の主成分は非極性溶媒である。上層液２１中に、非極性溶媒は好まし
くは６０～１００質量％、より好ましくは７０～１００質量％、さらに好ましくは８０～
１００質量％である。非極性溶媒としては、例えば炭化水素系溶媒を用いることができる
。なかでもパラフィン系炭化水素溶媒、ナフテン系炭化水素溶媒、芳香族炭化水素系溶媒
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、及び、これらの混合物が好ましい。パラフィン系炭化水素溶媒としては、流動パラフィ
ン、又は、パラフィン系オイルなどとして市販されているものを用いることができる。ナ
フテン系炭化水素溶媒としては、ナフテン系オイルなどとして市販されているものを用い
ることができる、また、炭化水素系溶媒として、鉱物油、又は、工作油として市販されて
いるオイル類を用いることができる。
【００３５】
　前記非極性溶媒は、集合導体の素線間へ速やかに侵入しやすいという理由から低粘度が
好ましく、動粘度が、好ましくは１～３０ｃＳｔ、より好ましくは２～１５ｃＳｔ、さら
に好ましくは３～７ｃＳｔのものを用いることができる。ここでいう動粘度は、ＪＩＳ 
Ｋ ２２８３の動粘度測定法に準拠して、前記被覆除去処理液に前記樹脂被覆導体を浸漬
させる際の温度で測定された値をいう。
【００３６】
　下層液２２の密度は上層液２１の密度よりも大きく、例えば０．６５～１．２であるが
この密度に限定はされない。下層液２２は、樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂを膨張又
は溶解させる溶媒であって、主成分が極性溶媒である。下層液２２中に、極性溶媒は好ま
しくは６０～１００質量％、より好ましくは７０～１００質量％、さらに好ましくは８０
～１００質量％である。前記極性溶媒としては、特に限定されるものではないが、Ｎ－メ
チル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）（密度１．０３ｇ／ｃｍ３（２０℃））、ジメチルホル
ムアミド（ＤＭＦ）（密度０．９８ｇ／ｃｍ３（２０℃））、ジメチルアセトアミド（Ｄ
ＭＡ）（密度０．９４ｇ／ｃｍ３（２０℃））、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）（密
度１．１０ｇ／ｃｍ３（２０℃））、ベンゾニトリル（密度１．００ｇ／ｃｍ３（２０℃
））、Ｎ，Ｎ‘－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡＣ）（密度０．９４ｇ／ｃｍ３（２０℃
））、Ｎ，Ｎ‘－ジメチルイミダゾリジノン（ＤＭＩ）（密度１．０６ｇ／ｃｍ３（２０
℃））、Ｎ－メチル－ε－カプロラクタム（密度０．９９ｇ／ｃｍ３（２５℃））、へキ
サメチルホスホルアミド（ＨＭＰＡ）（密度１．０３ｇ／ｃｍ３（２０℃））、ガンマブ
チロラクトン（密度１．１２５４ｇ／ｃｍ３（２５℃））、アニソール（密度０．９９～
１．００ｇ／ｃｍ３（２０℃））、１，３－ジオキソラン（密度１．０７ｇ／ｃｍ３（２
０℃））、ブチルセルソルブアセテート（密度０．９４２２ｇ／ｃｍ３（２０℃））、及
び、これらの混合物を用いることができる。下層液２２は、単一種の溶媒で構成されてい
てもよく、また、複数種の混合溶媒で構成されていてもよい。
【００３７】
　下層液２２には、一般に、アニオン性基やカチオン性基を中和するために用いられる中
和剤を添加することも可能である。下層液２２に中和剤を添加すると、ポリイミドの下層
液２２に対する膨潤性又は溶解性が高まり、ポリイミドが下層液２２に溶解又は膨潤する
温度を低くできる点で好ましい。下層液２２中の中和剤の添加量は特に限定されないが、
極性溶媒と中和剤との質量比率が、例えば極性溶媒：中和剤が７：３～９：１である。
【００３８】
　前記中和剤は、一般に、アニオン中和剤またはカチオン中和剤とよばれるものであれば
、特に限定されるものではない。アニオン中和剤としては、例えば、塩酸、酢酸、プロピ
オン酸、乳酸、シアノ酢酸、リン酸及び硫酸等の無機及び有機酸、及び、これらの混合物
を用いることができる。
【００３９】
　前記カチオン中和剤としては、モノエタノールアミン、エチルアミン、ジエタノールア
ミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエタノール、トリエチルアミン、トリエタノールアミン、
Ｎ－ジメチルベンジルアミン、トリエタノールアミン等の第１級アミン、第２級アミン又
は第３級アミン、ピロ－ル、イミダゾール、オキサゾール、ピラゾール、イソキサゾール
、チアゾール、イソチアゾール等の含窒素五員複素環化合物やピリジン、ピリダジン、ピ
リミジン、ピラジン、ピペリジン、ピペラジン、モルホリン等の含窒素六員複素環化合物
等の含窒素複素環式化合物、リチウム、カリウム、ナトリウム等のアルカリ金属、水酸化
ナトリウム、水酸化カリウム等の無機アルカリ類、及び、これらの混合物を使用すること
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もできる。なお、この中で好ましいものは、有機アミンであり、特に好ましいものは、モ
ノエタノールアミン、エチルアミン、トリメチルアミン、トリエチルアミン、及びこれら
の混合物である。
【００４０】
　下層液２２によって樹脂被覆１１ｂが膨潤又は溶解する温度の液温である被覆除去処理
液２０に、樹脂被覆導体１１を単線の形態、又は集合導体１０を保持しつつ、浸漬して所
定時間経過した後、被覆除去処理液２０から樹脂被覆導体１１を引き上げる。被覆除去処
理液２０への樹脂被覆導体１１の浸漬時間は、例えば１０秒～５分である。このとき、下
層液２２によってポリイミドで形成された樹脂被覆１１ｂが膨潤する場合には、被覆除去
処理液２０から引き上げられた樹脂被覆導体１１は、下層液２２に浸かった先端部分１１
ｃ又は１０ａの樹脂被覆１１ｂが下層液２２で膨潤して導体線１１ａから剥離することと
なるので、しかる後、剥離した樹脂被覆１１ｂを除去して導体線１１ａのみを露出させる
。このとき、樹脂被覆１１ｂが残留することがないように、特に集合導体１０の形態にあ
っては樹脂被覆１１ｂが集合導体１０の内部に残留することがないように、高圧の圧縮空
気や高圧水を吹き付けてもよい。また、下層液２２によってポリイミドで形成された樹脂
被覆１１ｂが溶解される場合には、被覆除去処理液２０から引き上げた樹脂被覆導体１１
は、下層液２２に浸かった先端部分１１ｃ又は１０ａの樹脂被覆１１ｂが溶解されて導体
線１１ａのみが露出することとなる。下層液２２に樹脂被覆１１ｂが溶解すると、被覆除
去処理液の除去処理能力が低下する。このため、被覆除去処理液２０の再使用性を考慮し
た場合、被覆除去処理液の液温は、下層液２２に樹脂被覆１１ｂが膨湿する温度以上であ
って、溶解する温度未満とすることが好ましい。
【００４１】
　その後、樹脂被覆導体１１の被覆除去処理液２０に浸漬した部分をエタノール等の洗浄
剤に浸漬して洗浄することにより残留する被覆除去処理液２０を除去してもよい。
【００４２】
　（上層液と下層液との組合せの検討）
　被覆除去処理液の上層液と下層液との組合せの検討を行った。上層液として、工作油（
ＩＳＯ３４４８－ＶＧ５、密度０．８０８ｇ／ｃｍ３（１５℃）、動粘度４．１４～５．
０６ｃＳｔ（４０℃））、パラフィン系オイル（密度０．８２８ｇ／ｃｍ３（２５℃）、
動粘度６．７ｃＳｔ（２５℃））、流動パラフィン（密度０．８３９ｇ／ｃｍ３（８０℃
）、動粘度４．５ｃＳｔ（８０℃））、及びこれらの混合液を検討した。下層液として、
極性溶媒であるＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ、密度１．０３ｇ／ｃｍ３（２５℃
））、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ、密度０．９８４ｇ／ｃｍ３（２０℃））及びジメ
チルスルホキシド（ＤＭＳＯ、密度１．１０ｇ／ｃｍ３（２０℃））、下層液の添加剤と
して、中和剤であるモノエタノールアミン（ＭＥＡ、１．０１ｇ／ｃｍ３（２５℃））、
ジエタノールアミン（ＤＥＡ、１．１０ｇ／ｃｍ３（２５℃））及びこれらの混合液を検
討した。混合液１～１４を表１に示す。
【００４３】
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【表１】

 
【００４４】
　樹脂被覆導体は、図１に示す単線の形態、又は、図２に示す集合導体の形態を有してい
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て、樹脂被覆としてポリイミド、又は分子中にアニオン性基を有するポリイミドとした。
具体的には、ポリイミド樹脂被覆は、ポリイミド塗料のトレニース＃３０００（東レ株式
会社製）を用い、この塗料を含浸したフェルトに銅導体又は樹脂被覆導体を接触させるデ
ィッピング塗装により形成した。塗布の後、１００℃３分の条件で乾燥を行い、それから
１５０℃１０分の焼き付けを行った。この塗装を２０回繰り返した。各回の塗膜厚みは１
～２μｍであった。形成した樹脂被覆の平均厚さは２５μｍの被覆導体であった。
【００４５】
　分子中にアニオン性基を有するポリイミドの場合、アニオン性基を有するポリイミド溶
液を用い、電着塗装により、樹脂被覆を形成した。
【００４６】
（アニオン性基を有するポリイミド溶液の作製）
  ガラス製のセパラブル三口フラスコを使用し、これに攪拌機、窒素導入管及び冷却管の
下部にストップコックを備えた水分受容器を取付けた。窒素を流通させ、さらに攪拌しな
がら反応器をシリコーン油浴中に漬けて加熱し反応を行った。まず、フラスコに３，４，
３’，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物５８．８４ｇ（０．２モル）、ビス（
γ－アミノプロピル）ポリジメチルシロキサン（信越化学工業社製のＫＦ－８０１０）９
７．２ｇ（０．１モル）、バレロラクロン４ｇ（０．０４モル）、ピリジン６．３ｇ（０
．０８モル）、ＮＭＰ（Ｎ－メチル－２－ピロリドン）５００ｇ及びトルエン８０ｇを入
れ、室温で３０分間攪拌し、次いで、昇温し、１８０℃において１時間、２００ｒｐｍで
攪拌しながら反応を行った。反応後、トルエン－水留出分３０ｍｌを除いた。残留物を空
冷して、３，４，３’，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物６４．４５ｇ（
０．２モル）、３，５－ジアミノ安息香酸３０．４３ｇ（０．２モル）、ビス－［４－（
３－アミノフェノキシ）フェニル］スルホン４３．２５ｇ（０．１モル）、ＮＭＰ５００
ｇ及びトルエン１００ｇを添加し、室温で１時間攪拌（２００ｒｐｍ）し、次いで昇温し
て１８０℃で１時間、過熱攪拌した。トルエン－水留出分１５ｍｌを除き、以降は留出分
を系外に除きながら、１８０℃で３時間、攪拌を行った。次いで、無水フタル酸１．１ｇ
及びＮＭＰ１１３ｇを添加し反応を１時間行い終了した。これにより２０％ポリイミド溶
液を得た。アニオン性基を有するポリイミドの重量平均分子量及び数平均分子量はそれぞ
れ６６，０００及び３４，０００であった。ここで調整したアニオン性基を有するポリイ
ミド溶液は、分子骨格中にシロキサン骨格を有し、分子中にアニオン性基を有するブロッ
ク共重合ポリイミド溶液である。
【００４７】
  上記で得られた２０％ポリイミド溶液１００ｇにトリエチルアミン３ｇ（中和率１００
モル％）を加え攪拌した後、ＮＭＰ６２．５ｇを加え、アセトフェノン５５ｇ、シクロヘ
キサノン５６ｇ及び攪拌しながら２－エトキシエタノール７２ｇ及びフェノキシエタノー
ル２０ｇを加え、水３２ｇを滴下して、固形分濃度５．０％、ｐＨ８．７、電気伝導度９
．８ｍｓ／ｍの電着液組成物を調製した。
【００４８】
  次に、以下の電着条件で横断面直径（φ）１．２ｃｍの円形である銅導体（全長３０ｃ
ｍ）の外周に上記の電着用組成物を電着した。
  　　極間距離：３．０ｃｍ
  　　電着電圧：定電流法（５０ｍＡ）－電圧（Ｍａｘ１６０Ｖ）
  　　電着時間：６０秒
【００４９】
  次に、こうしてポリイミド組成物を電着した銅導体を電着浴から取り出し、水洗後、９
０℃×３０分間、さらに１７０℃×３０分間、さらに２２０℃×３０分間焼付けることで
、アニオン性基を有するポリイミドによる樹脂被覆（平均厚さ１７μｍ）を有する樹脂被
覆銅導線を得た。
【００５０】
　なお、樹脂被覆の平均厚さは、マイクロメーターにて全長３０ｃｍ区間のうち５箇所を
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測定し、その算術平均値を平均厚さとした（１箇所につき、２方向から測定した）。
【００５１】
　これらの樹脂被覆導体を、図１に示す単線の形態、あるいは図２に示す集合導体（集合
撚り線）の形態で、上記の端末処理方法に従って、上記の混合液１～１４の各被覆除去処
理液に浸漬して被覆の除去を行った。浸漬時間は３分間とした。その後、圧縮空気を吹き
付けて被覆を除去した後、以下の（１）～（４）の評価をおこなった検討結果を表２に示
す。
【００５２】
（１）膨張または溶解
　下層液にポリイミド樹脂被覆が、膨潤又は溶解するか否かを、目視で確認する。
　　　　　○　：膨潤又は溶解する
　　　　　×　：膨潤も溶解もしない
【００５３】
（２）剥離
　下層液に浸漬した部分のポリイミド樹脂被覆が、圧縮空気の吹き付けによって、剥離す
るか否か、目視で確認する。
　　　　　○　：剥離する（ポリイミド樹脂被覆が下層液に溶解する場合を含む）
　　　　　×　：剥離しない
【００５４】
（３）樹脂被覆端の平坦性
　剥離処理された側の樹脂被覆端のエッジ形状を目視で観察して、以下の基準で評価する
。
　　　　　○　：エッジ部分が平坦である
　　　　　×　：エッジ部分に起伏がある
【００５５】
（４）樹脂被覆端の位置
　集合導体について、剥離処理によって露出した導体線を目視で観察して、以下の基準で
評価する。
　　　　　○　：露出長さが、長さ方向に均一である
　　　　　×　：露出長さが、長さ方向にバラつきがある
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【表２】

【００５６】
　Ｎｏ．１３及びＮｏ．２８は、上層液を設けておらず、下層液のみの単層で構成される
被覆除去処理液であるため、樹脂被覆端のエッジ形状に起伏が生じてしまい、ＮＧである
。また、Ｎｏ．２８は、集合導体中心近傍で、下層液が上層液の方へ上がっていく毛管現
象が生じ、除去された樹脂被覆端の位置が集合導体の長さ方向でばらついてしまい、ＮＧ
である。一方、Ｎｏ．１～１２及びＮｏ．１６～２７のような上層液を設けた被覆除去処
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理液を用いると、上層液と下層液の界面が平坦であり、この平坦な界面によって被覆除去
処理後の樹脂被覆端の外周エッジが形成されるため、樹脂被覆端の外周エッジが平坦とな
る。さらに、集合導体の形態であるＮｏ．１６～２７にあっては、集合導体内で毛管現象
が生じず、除去された樹脂被覆端の位置のばらつきが無い。
【００５７】
　Ｎｏ．１４、１５、２９及び３０は、液温が、下層液によって樹脂被覆が膨張又は溶解
する温度に満たないため、樹脂被覆が膨張又は溶解せず、剥離されないで残っており、Ｎ
Ｇである。一方、Ｎｏ．１～１２及びＮｏ．１６～２７は、液温が、下層液によって樹脂
被覆が膨張又は溶解する温度以上であり、下層液に浸漬された樹脂被覆は完全に剥離され
ている。
【００５８】
　また、Ｎｏ．８～１２及びＮｏ．２３～２７は、下層液に中和剤を添加することによっ
て、液温を上げることなく、樹脂被覆の膨張性あるいは溶解性を高めるものであり、下層
液に浸漬された樹脂被覆は完全に剥離されている。ここで、Ｎｏ．８～１２及びＮｏ．２
３～２７で用いた、下層液における極性溶媒と中和剤の質量比は、極性溶媒：中和剤＝７
：３～９：１である。
【００５９】
　（先端部分）
　図５（ａ）及び（ｂ）は本実施形態の樹脂被覆導体１１が単線の形態における先端部分
１１ｃを示す。また、図６（ａ）及び（ｂ）は本実施形態の樹脂被覆導体１１が集合導体
１０の形態における先端部分１０ａを示す。
【００６０】
　先端部分１１ｃ又は１０ａは、樹脂被覆端外周のエッジ形状が起伏なく均一であって、
集合導体１０にあっては、複数本の樹脂被覆導体１１の全てについて樹脂被覆１１ｂが除
去されており、そして、複数本の樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂ端の位置が集合導体
１０の長さ方向で揃っている。
【００６１】
　集合導体の先端部分を、集合導体の形態を保持しつつ有機溶剤等からなる単層の被覆除
去処理液に浸漬して各樹脂被覆導体の樹脂被覆を除去する場合、毛管現象により樹脂被覆
導体間の空間に被覆除去処理液が流入して液面が上昇し、そして、集合導体の内部に配置
された樹脂被覆導体では被覆除去処理液への浸漬長さよりも長く樹脂被覆が除去され、そ
の結果、樹脂被覆導体間で樹脂被覆の除去長さが不揃いとなり、集合導体としての電気的
特性が損なわれてしまうこととなる。しかしながら、上記本実施形態の樹脂被覆導体１１
が集合導体１０の形態であっての端末処理方法では、樹脂被覆１１ｂの除去は被覆除去処
理液２０の下層液２２に浸かった集合導線の先端部分１０ａのみでなされ、樹脂被覆１１
ｂの除去に寄与する下層液２２の毛管現象による樹脂被覆導体１１間の空間への流入が上
層液２１によって阻止される。そのため、本実施形態の樹脂被覆導体が集合導体１０の形
態であっても、先端部分１０ａは、複数本の樹脂被覆導体１１の全てについて樹脂被覆１
１ｂが除去され、しかも、複数本の樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂ端の位置が上層液
２１と下層液２２との界面に対応するために集合導体１０の長さ方向で揃うこととなる。
【００６２】
　本実施形態の樹脂被覆導体１１は、単線又は集合導体の形態に関わらず、導体線１１ａ
が露出されなかった部分の樹脂被覆１１ｂは樹脂被覆１１ｂの軟化や硬化が生じるほどの
高い熱影響は受けておらず、下層液による化学変化もおこなわれていない。
【００６３】
　樹脂被覆導体の先端部分の樹脂被覆を熱分解して除去する場合、熱伝導によって除去す
べき部位近傍の樹脂被覆１１ｂにも熱による化学変化が発生する。しかしながら、本実施
形態の樹脂被覆導体１１の端末処理方法では、単線又は集合導体の形態に関わらず、下層
液２２に接触しない部分の樹脂被覆１１ｂへは、下層液２２から熱分解するほどの熱は加
わらない。そのため、本実施形態の樹脂被覆導体１１の先端部分（単線にあっては１１ｃ
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、集合導体にあっては１０ａ）は、下層液２２と直接接触しない樹脂被覆１１ｂに、熱に
よる軟化や硬化による割れなどを生じないため、導体線１１ａは絶縁不良を起こさない。
【００６４】
　本実施形態の樹脂被覆導体１１が集合導体１０の形態である場合であって、さらに、集
合撚り線である場合、先端部分１０ａは解撚履歴を有さない。
【００６５】
　集合撚り線の先端部分を一旦解撚し、樹脂被覆導体毎に所定長の樹脂被覆を除去した後
に再び撚り合わせる場合、解撚した樹脂被覆導体は塑性変形を伴うため、再び撚り合わせ
ても元の形態が復元されることはなく、解撚履歴が残ってしまう。特に、図２(a)及び（
ｂ）に示す本実施形態の樹脂被覆導体１１を撚り合わせた集合導体１０の形態のように、
横断面形状が頂角或いは丸みを帯びた頂角部分をもつ四角形等に形成されたものでは顕著
である。そのため、一旦解撚した場合、集合導体の先端部分を接続に適した形態に構成す
るには、何等かの集束手段が必要となる。しかしながら、図２(a)及び（ｂ）に示す本実
施形態の集合導体１０の端末処理方法では、被覆除去処理液２０に集合導体１０を解撚せ
ずに浸漬し、その状態で樹脂被覆１１ｂを除去するので、解撚及び撚り合わせの作業が不
要であり、当然ながら解撚履歴は形成されない。そのため、本実施形態の集合導体１０の
先端部分１０ａは、樹脂被覆１１ｂの除去前の撚り形態を保持した状態で複数本の樹脂被
覆導体１１の樹脂被覆１１ｂのみが除去されたものとなり、集束手段を必要としない。
【００６６】
　以上の通り、本実施形態の樹脂被覆導体１１の端末処理方法によれば、樹脂被覆導体１
１の樹脂被覆１１ｂに対して貧溶媒である上層液２１及び樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１
１ｂを膨潤又は溶解させる溶媒である下層液２２に層が分かれた被覆除去処理液２０に、
樹脂被覆導体１１を単線の状態で、又は集合導体１０の状態で、集合導体１０にあっては
集合状態を保持しつつ、先端部分（１１ｃ又は１０ａ）のみが下層液２２に浸かるように
浸漬するので、樹脂被覆端外周のエッジ形状が平坦であって、導体線１１ａに熱などの影
響が及ばず、さらに、集合導体１０の形態にあっては、樹脂被覆１１ｂの除去に寄与する
下層液２２の毛管現象による樹脂被覆導体１１間の空間への流入が上層液２１によって阻
止される。従って、樹脂被覆導体の集合導体１０の状態での端末処理方法において、複数
本の樹脂被覆導体１１の樹脂被覆１１ｂ端の位置を集合導体１０の長さ方向で揃えること
ができ、さらに、集合導体１０の撚り形態が崩れるのを防止することができる。
【００６７】
（その他の実施形態）
　上記実施形態では、被覆除去処理液２０を上層液２１と下層液２２との２層構造の液と
したが３層以上の構造の液としてもよい。上層液２１と下層液２２との間に中間層の液を
入れてもよい。
【００６８】
　樹脂被覆導体１１の導体線１１ａの横断面形状は、図１に示す実施形態では、円形、図
２に示す実施形態では四角形としたが、円形及び四角形以外にも、楕円形などを用いても
よい。さらに、導体線１１の横断面の幅（径）が、樹脂被覆導体１１の長さ方向に変化し
てもよい。
【００６９】
　図２に示す樹脂被覆導体１１の集合導体１０の形態における実施形態は、複数本の樹脂
被覆導体１１が一方向に撚られた構成としたが、特にこれに限定されるものではなく、集
合導体１０の内層を構成する樹脂被覆導体１１の撚り方向と外層を構成する樹脂被覆導体
１１の撚り方向とが逆方向である構成であってもよい。つまり、一つの集合導体１０を構
成する樹脂被覆導体１１の撚りの方向にＳ撚り及びＺ撚りの両方が含まれていてもよい。
例えば、図２に示す４×４の１６本の樹脂被覆導体１１で構成された集合導体１０の形態
について、集合導体１０の横断面において中心にある２×２の４本の樹脂被覆導体１１を
先に撚り合わせて内層とし、その内層を撚りの中心として、内層の外周を囲むようにして
１２本の樹脂被覆導体１１を撚り合わせて外層とする場合において、上記実施形態のよう
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に内層を構成する樹脂被覆導体１１の撚り方向と外層を構成する樹脂被覆導体１１の撚り
方向を同一としてもよく、また、内層を構成する樹脂被覆導体１１の撚り方向と外層を構
成する樹脂被覆導体１１の撚り方向を異ならせてもよい。
【００７０】
　図２に示す上記実施形態では、圧縮成形加工が施されて横断面が四角形に形成された集
合導体１０の形態としたが、特にこれに限定されるものではなく、例えば、図７に示すよ
うに、圧縮成形加工が施され且つ横断面が円形に形成された集合導体１０の形態であって
もよく、また、その他の多角形形状（３つ以上の辺と同数の頂角とで構成されたものの他
、頂角部分が丸みを帯びた形状に形成されたいわゆる略多辺形も含む）や楕円等の偏平形
状の形態であってもよい。横断面が多角形形状や偏平形状に形成された集合導体の形態で
ある場合、一旦解撚した場合、再集束する際に、解撚履歴が形成されやすいため、かかる
形状に形成された横断面を有する集合導体の形態である場合には、上記実施形態の端末処
理方法を用いることにより、撚り形態が崩れるのを防止する効果を特に顕著に得ることが
できる。
【００７１】
　図２に示す上記実施形態では、圧縮成形加工が施された集合導体１０の形態としたが、
特にこれに限定されるものではなく、例えば、図８に示すように、圧縮成形加工が施され
ていない集合導体１０の形態であってもよい。
【００７２】
　上記実施形態では、図２（ａ）において、４×４に配置された１６本の樹脂被覆導体１
１がそれぞれ圧縮成形により横断面が四角形に形成された形態を示したが、特にこれに限
定されるものではなく、複数本の樹脂被覆導体１１の配置によっては、図９に示すように
、圧縮成形により樹脂被覆導体１１が五角形状や六角形状の横断面を有していてもよい。
また、横断面形状の異なる樹脂被覆導体１１が混在していてもよい。
【００７３】
　図２に示す実施形態では、集合導体１０は集合撚り線としたが、特にこれに限定される
ものではなく、例えば、複数本の樹脂被覆導体１１を長さ方向に並列して束ねた（撚りの
無い）集合導体、及び該集合導体を圧縮成形加工したものであってもよい。
【００７４】
　上記実施形態では、樹脂被覆導体１１の先端部分１１ｃ又は１０ａの樹脂被覆１１ｂの
除去した導体線露出構造としたが、特にこれに限定されるものではなく、樹脂被覆導体１
１の両端部分が上層液２１に浸かり、且つそれらの間の中間部分が下層液２２に浸かるよ
うに樹脂被覆導体１１を被覆除去処理液２０に浸漬することにより、集合導体１０の中間
部分の樹脂被覆１１ｂを除去した導体線露出構造であってもよい。
【００７５】
　上記実施形態では、上層液として、工作油、パラフィン系オイル、流動パラフィン、及
び、これらの混合物を用いているが、特にこれらに限定されるものではなく、その他の非
極性溶媒を用いることができる
【００７６】
　上記実施形態では、下層液の極性溶媒として、ＮＭＰ、ＤＭＦ、ＤＭＳＯ、及び、これ
らの混合物を用いているが、特にこれらに限定されるものではなく、その他の極性溶媒溶
媒、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）
、ジメチルアセトアミド（ＤＭＡ）、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、ベンゾニトリ
ル、Ｎ，Ｎ‘－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡＣ）、Ｎ，Ｎ‘－ジメチルイミダゾリジノ
ン（ＤＭＩ）、Ｎ－メチルカプロラクタム、へキサメチルホスホルアミド（ＨＭＰＡ）、
ガンマブチロラクトン、アニソール、ジオキソラン、ブチルセルソルブアセテート、及び
、これらの混合物を用いることができる。
【００７７】
　上記実施形態では、中和剤として、ＤＥＡ、ＭＥＡ、及び、これらの混合物を用いてい
るが、特にこれらに限定されるものではなく、一般に、アニオン性基やカチオン性基を中
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、塩酸、酢酸、プロピオン酸、乳酸、シアノ酢酸、リン酸及び硫酸等の無機及び有機酸、
および、これらの混合物を用いることができる。
【００７８】
　前記カチオン中和剤としては、モノエタノールアミン、エチルアミン、ジエタノールア
ミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエタノール、トリエチルアミン、トリエタノールアミン、
Ｎ－ジメチルベンジルアミン、トリエタノールアミン等の第１級アミン、第２級アミン又
は第３級アミン、ピロ－ル、イミダゾール、オキサゾール、ピラゾール、イソキサゾール
、チアゾール、イソチアゾール等の含窒素五員複素環化合物やピリジン、ピリダジン、ピ
リミジン、ピラジン、ピペリジン、ピペラジン、モルホリン等の含窒素六員複素環化合物
等の含窒素複素環式化合物、アルカリ金属（リチウム、カリウム又はナトリウム等）、無
機アルカリ類（水酸化ナトリウム又は水酸化カリウム等）、及び、これらの混合物を使用
することもできる。なお、この中で好ましいものは、有機アミンであり、特に好ましいも
のは、モノエタノールアミン、エチルアミン、トリメチルアミン、トリエチルアミン、及
び、これらの混合物である。
【産業上の利用可能性】
【００７９】
　本発明は被覆線材およびその集合体の線材露出方法、線材露出構造及び被覆除去処理液
について有用である。
【符号の説明】
【００８０】
１０　集合導体
１０ａ　先端部分（一定長さ部分）
１１　樹脂被覆導体
１１ａ　導体線
１１ｂ　樹脂被覆
１１ｃ　先端部分（一定長さ部分）
２０　被覆除去処理液
２１　上層液
２２　下層液
１００　絶縁被覆付きプローブピン
１１０　金属細線
１２０　検出部
１３０　樹脂被覆
１４０　接続部
２００　プローバー（一部）
２１０　孔
Ｌ　　　突き出し長さ
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